
保健医療計画 進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○ 事業実績

○

○

○

○

 都内を4つのブロックに分け、各ブ
ロックにこども救命センターを1施設
指定
・区東ブロック：東京大学医学部付属
病院
・区西南ブロック：国立成育医療研究
センター
・区北ブロック：日本大学医学部附属
板橋病院
・多摩ブロック：都立小児総合医療セ
ンター

令和４年度実績
・患者数　724人
・退院支援コーディネーターの配置
全4病院
・地域ブロック会議の開催　5回
・小児臨床研修会の開催　3回
・こども救命センター連絡会　1回

208,020千円
（4施設）

在宅移行支援病床運営事
業

ＮＩＣＵ等入院児について、ＮＩＣＵ
と在宅療養の間に中間的病床として在
宅移行支援病床を設置することによ
り、在宅生活への円滑な移行を促進す
る。

16施設、50床 15施設　55床 200,593千円

課題 取組 令和３年度実績 令和４年度実績

<課題１>
こども救命センターの運営

（取組１）
こども救命センターの更なる機
能強化

こども救命センターの運
営

小児の重症症例等により、他の医療機
関では救命治療の継続が困難な小児患
者の受入要請があった場合に、患者を
受け入れ、小児集中治療室（PICU）等
での救命治療・専門医療体制を備えた
こども救命センターを指定し、迅速か
つ適切に救命処置を受けられる体制を
確保します。

 都内を4つのブロックに分け、各ブ
ロックにこども救命センターを1施設
指定
・区東ブロック：東京大学医学部付属
病院
・区西南ブロック：国立成育医療研究
センター
・区北ブロック：日本大学医学部附属
板橋病院
・多摩ブロック：都立小児総合医療セ
ンター

令和３年度実績
・患者数　605人
・退院支援コーディネーターの配置
全4病院
・ブロック連絡会の開催　5回
・小児臨床研修会の開催　5回

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）及び
中間見直し（令和３年７月）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

令和４年度計画
（予算規模等）

国庫
負担

在宅療養児一時受入支援
事業

ＮＩＣＵ等から退院し在宅に移行した
児について、定期的医学管理及び保護
者の労力の一時支援(レスパイト)を行
う病床の運営を支援する。

22施設　45床 21施設　53床 28,549千円

小児医療協議会

医療機関、関係機関、区市町村等で構
成される協議会を設置し、初期救急か
ら三次救急までの小児救急医療体制の
確保・充実を図る。

・小児医療協議会（小児救急医療体制
検討部会）2回（小児初期救急、小児
二次救急、小児外傷患者（骨折等）の
医療体制について等検討）

・小児医療協議会　1回
・小児救急医療体制検討部会　1回
（小児初期救急、小児二次救急、小児
外傷患者の医療体制について等検討➡
部会報告書作成）
・こども救命センター連絡会　1回

375千円

<課題２>
小児救急医療体制の確保

（取組２－１）
小児救急医療に関する普及啓
発・相談支援事業の推進

「子供の健康相談室」
（小児救急相談）

保健所や保健センターが閉庁する時間
帯に、子供の健康・救急に関する電話
相談を行う。
相談には、看護師、保健師等の専門職
が応じ、必要に応じて電話転送により
小児科医師が対応する。

・「子供の健康相談室」（小児救急相
談）
令和3年度　138,822件
（うち小児救急相談分　136,512件）
普及啓発を図るため、医療機関や市町
村の母子保健主管課等にポスターや普
及啓発カードを随時配布

・「子供の健康相談室」（小児救急相
談）
　令和4年度　176,510件
・2022年12月15日～2023年3月31日の
期間、新型コロナウイルス感染症とイ
ンフルエンザの同時流行を見据え24時
間化を実施
・普及啓発を図るため、医療機関や市
町村の母子保健主管課等にポスターや
普及啓発カードを随時配布
・クリアファイルやリーフレットを作
成し、イベントにおいて配布
　東京消防庁出初式

小児初期普及啓発
（医療保健政策区市町村
包括補助事業・選択）

子供の保護者に対し、身近な地域の医
療機関の情報、子供の病気に関する基
礎的な知識、子供の急病時の対処方法
等についての情報提供や学習機会を提
供し、子供の急病時における保護者の
適切な受療行動を推進する区市町村の
普及啓発事業を支援する。

小児救急医療に関する普及啓発事業を
実施する区市町村等へ補助

令和3年度 13区市

小児救急医療に関する普及啓発事業を
実施する区市町村等へ補助

令和4年度 15区市

保健医療情報センター運
営

人口の高齢化、疾病構造の変化等に伴
い増加している、保健医療情報への需
要に対応するため、医療・福祉に関す
る相談対応や医療機関等の情報提供を
実施

〇保健医療情報センター等実績
・保健医療福祉相談：60,300件
・“ひまわり”Webサイトアクセス
数：1,823,165件
（３年度決算額
　センター運営：150,858千円
　“ひまわり”Webサイトの運営：
65,111千円）

○“ひまわり”が活用されるよう、ポ
スターやリーフレット、メモパッドを
区市町村や医療機関等に配布するとと
もに、普及啓発を図るためクリアファ
イルをイベント等で配布

〇保健医療情報センター等実績
・保健医療福祉相談：57,719件
・“ひまわり”Webサイトアクセス
数：1,801,223件
（４年度決算額
　センター運営：151,303千円
　“ひまわり”Webサイトの運営：
64,833千円）

○“ひまわり”が活用されるよう、ポ
スターやリーフレット、メモパッドを
区市町村や医療機関等に配布するとと
もに、普及啓発を図るためクリアファ
イルをイベント等で配布

小・中・高校生向けポ
ケット相談メモ

都内に在学する児童及び生徒を対象
に、自殺の予防に資する情報を提供す
るため、各年代に応じた相談窓口を掲
載した、常時携行可能なポケットサイ
ズの相談窓口一覧を作成し、配布

悩みに応じた相談窓口等を掲載したポ
ケット相談メモを長期休暇前に配布
（小学５年～高校３年）

悩みに応じた相談窓口等を掲載したポ
ケット相談メモを長期休暇前に配布
（小学５年～高校３年）

53,000千円
53地区

医療ガイドシステム

保護者向けに子供の病気やけがなどの
緊急時対応の参考としてもらうため、
インターネットを通じて親しみやすく
信頼性の高い医療情報及び子育て情報
を提供

・「東京都こども医療ガイド」Webサ
イトアクセス数：214,997件
（３年度決算額：1,344千円）

・「母と子の保健バッグ」に広報用
カードを封入し、区市町村を通じて子
育て世代への周知

・「東京都こども医療ガイド」Webサ
イトアクセス数：242,114件
（４年度決算額：2,587千円）

・「母と子の保健バッグ」に広報用
カードを封入し、区市町村を通じて子
育て世代への周知

○東京都こども医療ガイ
ドの運営
（広報用カードの作成・
配布等）
3,557千円

令和４年度予算
124,426千円

「＃７１１９」東京消防
庁救急相談センター

急な病気やけがをした際に「救急車を
呼ぶべきか」、「今すぐ病院で受診す
るべきか」迷った時や、どこの病院に
行ったらよいのかわからない時などに
電話で相談を受け、緊急度の判断や適
応する受診科目、診察可能な医療機関
等について相談者にアドバイスを行
う。

・令和３年　小児（0～14歳）
56,949件

・普及啓発を図るため、都内の小学校
へ＃7119ポスター配布及び母子手帳を
交付している保健所等へ＃7119シール
を配布。各種イベントにおいては、新
型コロナウイルス拡大に伴い中止と
なった。

・令和４年　小児（0～14歳）
63,691件

・普及啓発を図るため、都内の小学校
へ＃7119ポスター配布及び母子手帳を
交付している保健所等へ＃7119シール
を配布。各種イベントにおいては、新
型コロナウイルス拡大に伴い中止と
なった。

655,342千円

○保健医療情報センター
の運営
154,412千円

○東京都医療機関案内
サービス“ひまわり”
Webサイトの運営
72,184千円

小児医療講演会（小児医
療協議会）

医療機関、関係機関、区市町村等で構
成される協議会を設置し、初期救急か
ら三次救急までの小児救急医療体制の
確保・充実を図る。

希望する区市町村宛に休日・夜間に対
応可能な医療機関のパンフレット等を
配布

希望する区市町村宛に休日・夜間に対
応可能な医療機関のパンフレット等を
配布

461千円

SNS自殺相談

SNSを活用した自殺相談窓口を開設
し、若年層が抱える悩みに対応すると
ともに、必要に応じて各種相談機関に
よる支援へつなげることで、問題の解
決を図り、自殺を未然に防ぐ

１５時～２３時（年中無休）
令和３年７月２０日以降、相談時間の
延長

R3年度相談件数15,925件

１５時～２３時（年中無休）

R4年度相談件数14,865件

146,685千円

6,398千円

資料１－２



保健医療計画 進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○ 事業実績

課題 取組 令和３年度実績 令和４年度実績

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）及び
中間見直し（令和３年７月）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

令和４年度計画
（予算規模等）

国庫
負担

資料１－２

○

<課題２>
小児救急医療体制の確保

（取組２－２）
小児救急医療体制の充実

<課題３>
地域の小児医療体制の確保

（取組３－１）
地域の小児医療を担う人材の育
成

（取組３－２）
地域における小児医療体制の確
保

小児医療協議会

医療機関、関係機関、区市町村等で構
成される協議会を設置し、初期救急か
ら三次救急までの小児救急医療体制の
確保・充実を図る。

・小児医療協議会（小児救急医療体制
検討部会）2回（小児初期救急、小児
二次救急、小児外傷患者（骨折等）の
医療体制について等検討）

・小児医療協議会（小児救急医療体制
検討部会）計2回（小児初期救急、小
児二次救急、小児外傷患者（骨折等）
の医療体制について等検討➡部会報告
書作成➡協議会了承）
・こども救命センター連絡会　1回

休日・全夜間診療事業参
画医療機関施設整備費等
補助（小児）

休日全夜間診療事業（小児）に参画し
ている医療機関等が行う施設又は設備
整備事業に対し補助することで、休
日・全夜間における小児科の入院治療
等を必要とする救急患者の医療確保を
図る

設備整備
　1施設

設備整備
　2施設

設備整備
　22,000千円
　2施設

小児初期救急運営費補助
事業

地域における平日夜間の小児初期救急
医療体制を確保するため、区市町村が
平日の夜間に行う小児初期救急医療事
業に対し、その経費を補助

36区市町村一部事務組合（126,164千
円）
　38区市町村で実施
　取扱患者　約1万4千人（速報値）

37区市町村一部事務組合（126,613千
円）
　41区市町村で実施
　取扱患者　約1万6千人（速報値）

129,260千円
(53地区）

375千円

休日・全夜間診療事業
（小児）

休日及び全夜間（午後5時～翌日午前9
時）において小児科の救急患者に対す
る治療体制を確保するため、救急両機
関を365日確保

体制確保　79床
医師確保　53施設
選任看護師配置　3施設

体制確保　79床
医師確保　53施設
選任看護師配置　4施設

1,014,180千円

小児初期救急医療施設整
備費等補助事業

小児初期救急を実施するにあたり必要
な施設・設備整備に係る経費を補助

実績なし 設備整備　2か所（346千円） 9,754千円

小児周産期リエゾン養成
研修

災害医療コーディネーターのサポート
として小児・周産期医療に特化した調
整役である「小児周産期リエゾン」を
養成

災害時小児周産期リエゾン養成研修
①国研修：5名派遣（小児科医師3名、
産婦人科医師2名）

災害時小児周産期リエゾン養成研修
①都研修開催：13名養成（小児科医師
7名、産婦人科医師6名）
②国研修：7名派遣（小児科医師4名、
産婦人科医師3名）

1,129千円

災害時小児周産期リエゾ
ンフォローアップ研修

・災害時小児周産期リエゾンやリエゾ
ン養成研修（国又は都）受講者の災害
医療に関する知識の定着及び実践力の
向上を図り、
各医療圏で実施している訓練にフィー
ドバックする。

―

災害時小児周産期リエゾンフォロー
アップ研修の開催：1回
参集型　25名参加（小児医師12名、産
科医師10名、救急診療科医師3名）

2,030千円

災害時小児周産期医療体
制研修

　策定した災害時小児周産期医療救護
活動ガイドラインに沿った対応ができ
るよう、地域の病院向けの研修を実施
する。令和3年度から5年度　各年2回4
医療圏毎実施

―
災害時小児周産期医療体制研修の開
催：2回　集合型　①区南部・区東北
部9名②区西南部・北多摩北部等20名

3,852千円

748千円

災害時周産期医療体制推
進部会
（小児医療協議会）
（周産期医療協議会）

小児医療協議会及び周産期医療協議会
の下に設置した災害時小児・周産期の
災害時の医療体制の推進に向けた取組
みについて提言し、各協議会に報告

災害時小児周産期医療体制推進部会の
開催：1回（WEB）

災害時小児周産期医療体制推進部会の
開催：1回（WEB）

377千円

災害時小児周産期リエゾ
ン連絡会

東京都及び各医療圏が連携した実効性
の高い災害医療体制を構築するため、
平時より大規模災害を想定した議論
と、東京都小児周産期リエゾン、地域
小児周産期リエゾン、東京都の連携体
制を確たるものとする。

災害時小児周産期リエゾン連絡会の開
催：２回（WEB）

災害時小児周産期リエゾン連絡会の開
催：１回　都庁会議室　45名参加（東
京都災害時小児周産期リエゾン5名、
地域リエゾン17名、地域リエゾン代理
23名）

地域における小児医療研
修事業

地域の小児初期救急診療事業に参加す
る医師を確保するため、地域の診療所
の医師等を対象とした小児科二次救急
医療機関における臨床研修や、小児救
急医療への参加を促進する小児医療研
修会、地域で小児救急医療に従事する
医師の研修会を実施

地域の診療所の開業医等を対象にした
研修（臨床研修等）、診療所の医師及
び指定二次救急医療機関（小児科）の
医師・看護師を対象とした「小児救急
コース」を実施。
臨床研修　6人
地域研修会　26回
小児救急コース　70人
小児救急研修会　2回（115人）
（テーマ）
　・子どもの外傷 -対応と予防-
　・診療所で見る！子供のＡＢＣとバ
イタルサイン

地域の診療所の開業医等を対象にした
研修（臨床研修等）、診療所の医師及
び指定二次救急医療機関（小児科）の
医師・看護師を対象とした「小児救急
コース」を実施。
臨床研修　4人
地域研修会　5回
小児救急コース　100人
小児救急研修会　2回（197人）
（テーマ）
・「見る・聞く・感じる！子どものＡ
ＢＣＤＥと初期対応」
・「嘔吐を主訴にした疾患〜心筋炎か
ら消化管異物まで〜」、「救急外来を
受診した小児コロナ患者の現状」

延べ８８（実数６８）の病院へ補助を
実施
○勤務環境改善及び再就業支援事業
　・復職研修及び就労環境改善事業
３６病院
　・相談窓口の設置　１１病院
○チーム医療推進の取組　３８病院
○勤務環境改善施設・設備整備事業
　休憩室・当直室の新築、増改築又は
改修に係る施設・設備の整備
　　・施設整備　３病院
　　・設備整備　０病院

270,707千円
○勤務環境改善及び再就
業支援事業
　・復職研修及び就労環
境改善事業
　　３７病院
　・相談窓口の設置　８
病院
○チーム医療推進の取組
３４病院
○勤務環境改善施設・設
備整備事業
　５病院

ＡＹＡ世代等がん患者支
援事業

都内医療機関におけるＡＹＡ世代がん
患者への医療提供状況を踏まえ、都と
して重点的に取り組むべき課題及び解
決策を検討

ＡＹＡ世代がん患者相談支援事業：２
病院

ＡＹＡ世代がん患者相談支援事業：２
病院

14,934千円

14,091千円

地域医療を担う医師養成
事業

地域で不足している小児医療、周産期
医療、救急医療、へき地医療に従事す
る医師を養成・確保するため、国の医
師確保対策に基づく医学部定員増を活
用し、知事が定める大学に入学する学
生に奨学金を貸与

新規被貸与者数
特別貸与奨学金　25名
（順天堂大学10名、杏林大学10名、東
京慈恵会医科大学5名）
一般貸与奨学金　なし
（平成29年度で新規貸与を終了）

新規被貸与者数
特別貸与奨学金　25名
（順天堂大学10名、杏林大学10名、日
本医科大学5名）
一般貸与奨学金　なし
（平成29年度で新規貸与を終了）

883,052千円
（うち特別貸与貸付金
877,200千円）
150名（うち新規25名）

病院勤務者勤務環境改善
事業

都内医療体制の安定的な確保に資する
ことを目的に、病院が実施する医師及
び看護職員の勤務環境を改善し、離職
防止、負担軽減、定着、再就業を支援
する取組に対し、必要な経費を補助

延べ８１（実数６４）の病院へ補助を
実施
○勤務環境改善及び再就業支援事業
　・復職研修及び就労環境改善事業
３７病院
　・相談窓口の設置　９病院
○チーム医療推進の取組　３２病院
○勤務環境改善施設・設備整備事業
　休憩室・当直室の新築、増改築又は
改修に係る施設・設備の整備
　　・施設整備　２病院
　　・設備整備　１病院

19,721千円

健康教育推進委員会

○がん教育リーフレットの内容や活用
状況を協議
○がん教育リーフレットの作成・配布
（小学生用・中学生用・高校生用）
○がん教育リーフレット活用の手引
（教師用）の作成・配布（小学生用・
中学生用・高校生用）

○有識者等から構成される健康教育推
進委員会を年２回開催し、がん教育
リーフレットの内容や活用状況を協議
○都内全公立学校にがん教育リーフ
レット及び活用の手引（教師用）を配
布

○有識者等から構成される健康教育推
進委員会を年２回開催し、がん教育
リーフレットの内容や活用状況を協議
○都内全公立学校にがん教育リーフ
レット及び活用の手引（教師用）を配
布

健康教育推進委員会委員
報償費
362千円
がん教育リーフレット
（児童・生徒用）
活用の手引（教師用）
3,500千円

東京都小児がん診療連携
推進事業

小児がんに関して高度な診療機能を有
する医療機関による「東京都小児がん
診療連携ネットワーク」を整備すると
ともに、「東京都小児がん診療連携協
議会」において小児がんの診療連携体
制や相談支援体制等について、あるべ
き体制を検討

小児・ＡＹＡ世代がん診療連携協議会
及び同部会：計19回開催
小児がん拠点病院：2病院
東京都小児がん診療病院：13病院

小児・ＡＹＡ世代がん診療連携協議会
及び同部会：計17回開催
小児がん拠点病院：2病院
東京都小児がん診療病院：13病院

Ｒ４年度開始事業

追加掲載事業
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○ 事業実績

課題 取組 令和３年度実績 令和４年度実績

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）及び
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国庫
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資料１－２

○

<課題３>
地域の小児医療体制の確保

（取組３－２）
地域における小児医療体制の確
保

区市町村在宅療養推進事
業

在宅療養を推進するに当たり、医療面
における支援体制を整備するために、
区市町村が実施する取組を支援し、在
宅療養体制の構築を図る

小児等在宅医療推進事業
　6区市町村

小児等在宅医療推進事業
　6区市町村

ー

都立学校への外部講師派
遣事業

外部講師を希望する都立学校へ申請に
基づき派遣調整を行う

61校実施 178校実施 2,740千円

小児等在宅医療推進研修
事業

小児医療に関する診療所の医師及び看
護師等向けの研修を実施し、小児等在
宅医療への参入促進を図る。

○基礎編
　実施回数:1回
　参加者:125名
○実践編（訪問診療同行研修）
　参加者:18名

○基礎編
　実施回数:1回
　参加者:99名
○実践編（訪問診療同行研修）
　参加者:19名

○基礎編
　実施回数:1回
　参加者:90名
○実践編（訪問診療同行
研修）
　参加者:20名

　62区市町村

健康教育に関する講演会
がん教育の現状と指導の在り方につい
て理解を深め、その充実を図ることを
目的とした教員対象の講演会を実施

令和３年12月20日に講演会を実施（講
師：豊島区立千登世橋中学校　校長
小林　豊重）し、148名の教員が参加

令和４年12月１日に講演会を実施（講
師：東京大学医学部医学系研究科総合
放射線腫瘍学特任助教 南谷医師、国
立研究開発法人国立成育医療研究セン
ター 荒田医師）100名の教員が参加

区市町村立学校における
外部講師活用の支援

がん診療連携拠点病院及びがん患者・
支援団体等のがん教育外部講師派遣調
整窓口情報の区市町村教育委員会への
提供

○外部講師派遣協力可能病院・団体数
及び外部講師数
・がん診療連携拠点病院　38病院
392人
・がん患者・支援団体　9団体　151人

○外部講師派遣協力可能病院・団体数
及び外部講師数
・がん診療連携拠点病院　38病院
394人
・がん患者・支援団体　8団体　150人
〇「がん教育における外部講師活用の
手引」の作成及び周知

ー

外部講師を対象とした研
修会

外部講師、講師候補者に対し、授業を
行う上での留意事項、モデル授業例、
教員との連携の工夫等について研修を
実施

がん診療連携拠点病院及びがん患者・
支援団体、学校医等のがん教育外部講
師対象の研修をオンライン配信で実施

がん診療連携拠点病院及びがん患者・
支援団体、学校医等のがん教育外部講
師対象の研修をオンライン配信で実施

ー

重症心身障害児等在宅療
育支援事業

在宅の重症心身障害児（者）及び医療
的ケア児に対して、訪問健康診査及び
訪問看護を実施するほか、NICU等の医
療機関に入院中の重症心身障害児等に
ついて、在宅に円滑に移行できるよう
入院中から相談等の支援を行う。ま
た、重症心身障害児(者)等に対応でき
る訪問看護ステーションの拡充を図る
とともに、在宅支援に係る関係機関の
連携を推進する。

重症心身障害児等在宅療育支援事業と
して、下記の事業を実施
・在宅重症心身障害児（者）等訪問事
業
　訪問看護等　延7,711件、訪問健康
診査9件
・在宅療育相談事業　在宅療育相談
延2,862件
・訪問看護師等育成研修事業
　基礎編 467人・レベルアップ編 492
人・在宅移行編 492人（web開催）
　訪問実習 50人
・在宅療育支援地域連携事業　地域連
携会議 2回

重症心身障害児等在宅療育支援事業と
して、下記の事業を実施
・在宅重症心身障害児（者）等訪問事
業
　訪問看護等　延6,423件、訪問健康
診査6件
・在宅療育相談事業　在宅療育相談
延3,196件
・訪問看護師等育成研修事業
　基礎編 380人・レベルアップ編 353
人・在宅移行編 412人（web開催）
　訪問実習 14人
・在宅療育支援地域連携事業　地域連
携会議 2回

200,693千円

重症心身障害児（者）通
所運営費補助事業

在宅の重症心身障害児(者）に日中活
動の場を提供し、療育を実践するた
め、都が区市町村を通じて通所施設に
おける適切な療育環境の確保を図る

重症心身障害児（者）通所事業所の整
備
令和３年度末現在　88事業所　定員人
873人
※「障害者・障害児地域生活支援3か
年プラン」
令和３年度末定員増数　86人

重症心身障害児（者）通所事業所の整
備
令和4年度末現在　95事業所　定員人
932人
※「障害者・障害児地域生活支援3か
年プラン」
令和4年度末定員増数　59人

障害者施策推進区市町村
包括補助(内数)

令和４年度予算
8,739千円

予防のための子供の死亡
検証（ＣＤＲ）

子供の死亡事例について、福祉、保
健、教育等の関係機関と連携しなが
ら、社会的背景や環境要因等の分析等
を行い、効果的な予防対策を提言する
ことで、将来に向けた予防につなげて
いきます。

―

・国のモデル事業の実施状況の把握
（実施自治体への調査・ヒアリング）
・CDR実施上の課題等について、医療
機関等の関係機関にヒアリング
・海外の取組事例を調査
・実務者連絡会議の開催（3月）

・実務者連絡会議：医
療・保健・警察・消防・
児童福祉・教育・保育等
関係機関の実務担当者19
名出席

○重症心身障害児（者）
通所委託（受入促進員配
置）

○重症心身障害児（者）
短期入所（受入促進員配
置）

都が指定する重症心身障害児（者）通
所事業所及びショートステイ実施施設
において、高い看護技術を持った看護
師を受入促進員として配置し、特に医
療ニーズが高い在宅の重症心身障害児
(者）の積極的な受入れの促進を図
る。

令和３年度超重症児者等受入促進員の
配置
通所受入促進員　8施設
延　19,302人
短期入所受入促進員　9施設　延
10,831人

令和４年度超重症児者等受入促進員の
配置
通所受入促進員　8施設
延　18,497人
短期入所受入促進員　9施設　延
10,092人

超重症児者等受入促進員
の配置
通所受入促進員　27,276
千円
短期入所受入促進員
173,565千円

子供の心診療病院拠点支
援事業

子供の心をとりまくさまざまな問題に
ついて、専門的なケアにつなげる体制
を整備するため、拠点病院を設置し、
各医療機関や保健福祉関係機関等と連
携した支援体制の構築を図る。

〇地域との連携強化
・子供の心診療機関マップ作成
・ASD勉強会、ASD支援会議：開催0回
（新型コロナウイする感染症の影響に
より開催なし）
・TTAP講習会：延203名参加
〇医師・医療関係者との連携強化
・講演開催：延136名参加
〇関係機関向けセミナー開催
・延174名参加
〇研修講座の開催　延289名参加
〇都民向けシンポジウム開催　延130
名参加

〇子供の心の診療連携事業
・子供の心診療機関マップの公開（約
129機関が参加）
○子供の心の診療関係者研修事業
・関係機関向けセミナー
　　1回実施
・児童青年期臨床精神医療講座（入門
編）
　　4回実施
・児童青年期臨床精神医療講座（応用
編）
　　2回実施
・幼児・学童デイケア応用編（早期発
達支援連続講座）
　　6回実施
○普及啓発・情報提供事業
・都民向けシンポジウム
　　1回実施
・関連情報のホームページ掲載
　　通年

追加掲載事業
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医療連携専門員の設置

保健、医療面に関する相談、指導の充
実や、関係機関との連携強化のため
に、保健師免許を有する者を医療連携
専門員として児童相談センター及び児
童相談所に配置

・虐待ケースの初期調査時等に、保
健・医療分野の専門的知識・経験など
を活用した視点で調査の助言や意見を
行ったほか、医療的視点からの必要な
保健情報の取得を行い、職員に共有し
た。
・保健・医療分野の知識・技術を必要
とするケース、精神保健分野の知識・
技術を必要とするケースの対応を行っ
た。
・ 医療機関との連携・連絡調整や区
市町村の保健師等との連携を図った。

・虐待ケースの初期調査時等に、保
健・医療分野の専門的知識・経験など
を活用した視点で調査の助言や意見を
行ったほか、医療的視点からの必要な
保健情報の取得を行い、職員に共有し
た。
・保健・医療分野の知識・技術を必要
とするケース、精神保健分野の知識・
技術を必要とするケースの対応を行っ
た。
・ 医療機関との連携・連絡調整や区
市町村の保健師等との連携を図った。

41,740千円

東京都要保護児童対策地
域協議会の設置・運営

要保護児童の早期発見及び適切な保護
を図るため、関係機構の円滑な連携・
協力を確保することを目的として、東
京都要保護児童対策地域協議会を設
置・運営

・関係機関等の円滑な連携を確保し、
各会議が円滑に運営されるための環境
整備を図ることを目的に設置された
「東京都要保護児童対策地域協議会代
表者会議」については、前年度に引き
続き、書面開催で実施。
・令和3年12月6日から10日までの間、
電子メールによる書面会議を開催し、
児童虐待事案に対する早期発見・早期
対応のための連携のあり方について情
報共有等を行った。

・関係機関等の円滑な連携を確保し、
各会議が円滑に運営されるための環境
整備を図ることを目的に設置された
「東京都要保護児童対策地域協議会代
表者会議」については、令和4年11月
15日に2年ぶりの対面開催を実施し
た。
・参加関係機関で、児童虐待事案に対
する早期発見・早期対応のための連携
のあり方について情報共有等を行っ
た。

640千円

医療機関における虐待対
応力強化事業

児童虐待の早期発見・予防のため、虐
待や要支援家庭の発見の機会を有する
医療機関等に対し、虐待発見の視点や
支援の方法、関係機関との連携等に向
けた判断力・対応力強化を支援

・院内虐待対策員会（CAPS)の設置を
予定または検討している医療機関等を
対象とした児童相談所による訪問研修
を実施予定であったが、新型コロナウ
イルス感染症の影響により中止となっ
た。
・CAPSをすでに設置している病院の連
絡会であるCAPS設置病院連絡会を実施
予定であったが、新型コロナウイルス
感染症の影響により中止となった。
・これらの実施によって、CAPSの立ち
上げや運営支援、医療機関職員の虐待
対応力の強化を図った。

・院内虐待対策員会（CAPS)の設置を
予定または検討している医療機関等を
対象とした児童相談所による訪問研修
を実施予定であったが、新型コロナウ
イルス感染症の影響により中止となっ
た。
・CAPSをすでに設置している病院の連
絡会であるCAPS設置病院連絡会を実施
予定であったが、新型コロナウイルス
感染症の影響により中止となった。
・これらの実施によって、CAPSの立ち
上げや運営支援、医療機関職員の虐待
対応力の強化を図った。

1,389千円
<課題３>
地域の小児医療体制の確保

（取組３－３）
児童虐待の未然防止と早期発
見・早期対応


